
甲 第 １７２ 号 議 案 

   岡山市市債調整基金条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市市債調整基金条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２８年 ９ 月 ２ 日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第   号 

   岡山市市債調整基金条例の一部を改正する条例 

 岡山市市債調整基金条例（昭和５４年市条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

 第３条中「確実有利な」を「確実かつ有利な」に改め，同条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定にかかわらず，基金に属する現金は，必要に応じ，最も確実かつ有利な有

価証券に代えることができる。 

   附 則 

この条例は，平成２８年１０月１日から施行する。 

提案理由 

 基金の管理方法について有価証券による保管を明記する等のため，本条例の一部を改正

しようとするものである。 



甲 第 １７３ 号 議 案 

   岡山市個人番号カードの利用による証明書等の交付に関する条例の一部を改

正する条例の制定について 

 岡山市個人番号カードの利用による証明書等の交付に関する条例の一部を改正する条例

を次のように制定するものとする。 

  平成２８年 ９ 月 ２ 日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第   号 

   岡山市個人番号カードの利用による証明書等の交付に関する条例の一部を改 

正する条例 

 岡山市個人番号カードの利用による証明書等の交付に関する条例（平成２７年市条例第

６１号）の一部を次のように改正する。 

 第３条に次の２号を加える。 

(4) キオスク端末による戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）第１２０条第１項に規定

する磁気ディスクをもって調製された戸籍に記録されている事項の全部又は一部を証

明した書面の交付 

(5) キオスク端末による住民基本台帳法第２０条第１項に規定する戸籍の附票の写しの

交付 

第４条を削り，第５条を第４条とする。 

   附 則 

 この条例は，平成２９年３月６日から施行する。 

提案理由 

 個人番号カードを利用したコンビニエンスストアでの戸籍関係証明書の交付を実施する



ため，本条例の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １７４ 号 議 案 

   岡山市地域包括支援センターの職員等に係る基準に関する条例の一部を改正

する条例の制定について 

 岡山市地域包括支援センターの職員等に係る基準に関する条例の一部を改正する条例を

次のように制定するものとする。 

  平成２８年 ９ 月 ２ 日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第  号 

   岡山市地域包括支援センターの職員等に係る基準に関する条例の一部を改正 

する条例 

 岡山市地域包括支援センターの職員等に係る基準に関する条例（平成２６年市条例第２

６号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中「第１１５条の４６第４項」を「第１１５条の４６第５項」に改め，同条第１

号ウ中「第１４０条の６８第１項」を「第１４０条の６８第１項第１号」に改め，「修了

した者」の次に「であって，当該研修を修了した日から起算して５年を経過しないもの又

は同日から起算して５年を超えない期間ごとに同項第２号に規定する主任介護支援専門員

更新研修を修了したもの」を加える。 

   附 則 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

２ 平成２５年度までに主任介護支援専門員研修（介護保険法施行規則（平成１１年厚生

省令第３６号）第１４０条の６８第１項第１号に規定する主任介護支援専門員研修をい

う。以下同じ。）を修了した者に対する改正後の第２条第１号ウの規定の適用について

は，次の表の左欄に掲げる主任介護支援専門員研修の修了時に応じ，同号ウ中「当該研

修を修了した日から起算して５年を経過しないもの又は同日から起算して５年を超えな

い期間ごとに同項第２号に規定する主任介護支援専門員更新研修」とあるのは，それぞ



れ同表の右欄に掲げる字句とする。 

主任介護支援専門員研修の修了時 読み替える字句 

平成２３年度以前 平成３１年３月３１日を経過しないもの又は同

日までに同項第２号に規定する主任介護支援専

門員更新研修を修了したものであって当該研修

を修了した日から起算して５年を経過しないも

の若しくは同日から起算して５年を超えない期

間ごとに当該研修 

平成２４年度及び平成２５年度 平成３２年３月３１日を経過しないもの又は同

日までに同項第２号に規定する主任介護支援専

門員更新研修を修了したものであって当該研修

を修了した日から起算して５年を経過しないも

の若しくは同日から起算して５年を超えない期

間ごとに当該研修 

提案理由 

 介護保険法及び介護保険法施行規則の一部改正に伴い，主任介護支援専門員の資格要件

を改める等のため，本条例の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １７５ 号 議 案 

   岡山市御津保健福祉ステーション条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市御津保健福祉ステーション条例の一部を改正する条例を次のように制定するもの

とする。 

  平成２８年 ９ 月 ２ 日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第   号 

   岡山市御津保健福祉ステーション条例の一部を改正する条例 

 岡山市御津保健福祉ステーション条例（平成２２年市条例第４７号）の一部を次のよう

に改正する。 

第２条中第２号を削り，第３号を第２号とし，第４号を第３号とする。 

第５条中「第７条第２項」を「第１２条第２項」に改める。 

第６条第１号中「実施状況」の次に「及び使用状況」を加え，同条中第３号を第４号と

し，第２号を第３号とし，第１号の次に次の１号を加える。 

(2) ステーションの利用料金の収入の実績 

第１０条を第１５条とし，第７条から第９条までを５条ずつ繰り下げ，第６条の次に次

の５条を加える。 

（使用料） 

第７条 ステーションにおいて介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第７項の通

所介護又は同法第１１５条の４５第１項第１号ロの第１号通所事業（以下「通所介護

等」という。）を利用する者（以下「利用者」という。）は，介護保険法の規定により

定められた通所介護等に係る費用の額の使用料を納付しなければならない。  

（利用料金） 

第８条 第３条の規定により，ステーションの管理を指定管理者に行わせる場合において

は，前条の規定にかかわらず，利用者は，指定管理者に利用料金を納付しなければなら



ない。 

２ 利用料金は，介護保険法の規定により定められた通所介護等に係る費用の額の範囲内

において，指定管理者があらかじめ市長の承認を得て定めるものとする。 

（利用料金の収入） 

第９条 利用料金は，指定管理者の収入として収受させる。 

（指定管理者の指定の取消し等があった場合における使用料の取扱い） 

第１０条 利用者は，指定管理者の指定が取り消されたとき又は管理の業務の全部の停止

を命ぜられたときは，第８条第２項の規定により定められた額をステーションの使用料

として市に納付しなければならない。 

（使用料の還付） 

第１１条 既納の使用料は，還付しない。ただし，利用者の責めによらないで，通所介護

等の利用ができなくなったとき又は市長が相当の理由があると認めるときは，この限り

でない。 

附 則 

１ この条例は，平成２９年４月１日から施行する。 

２ 平成３０年３月３１日までの間における改正後の第７条の規定の適用については，同

条中「又は同法」とあるのは，「，地域における医療及び介護の総合的な確保を推進す

るための関係法律の整備等に関する法律（平成２６年法律第８３号）第５条の規定によ

る改正前の介護保険法第８条の２第７項の介護予防通所介護又は介護保険法」とする。 

提案理由 

 岡山市御津保健福祉ステーションに利用料金制を設けるため，本条例の一部を改正しよ

うとするものである。 



甲 第 １７６ 号 議 案 

   岡山市旅館業法施行条例の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市旅館業法施行条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２８年 ９ 月 ２ 日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第   号 

   岡山市旅館業法施行条例の一部を改正する条例 

 岡山市旅館業法施行条例（平成１２年市条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

第３条第３項第３号中「階層式寝台」を「客室の延床面積が３３平方メートル以上の施

設にあっては，階層式寝台」に改める。 

   附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

提案理由 

 旅館業法施行令の一部改正に伴い，簡易宿所営業の施設の構造設備の基準を改めるため，

本条例の一部を改正しようとするものである。 



甲 第 １７７ 号 議 案 

   岡山市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公営に

関する条例等の一部を改正する条例の制定について 

 岡山市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公営に関する条例

等の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

  平成２８年 ９ 月 ２ 日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第   号 

   岡山市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公営に 

関する条例等の一部を改正する条例 

第１条 岡山市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公営に関す

る条例（平成６年市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

第４条第２号ア中「１５，３００円」を「１５，８００円」に改め，同号イ中「７，

３５０円」を「７，５６０円」に改める。 

第２条 岡山市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の公営に関

する条例（平成６年市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１号中「５１０円４８銭」を「５２５円６銭」に，「３０１，８７５円」を

「３１０，５００円」に改め，同条第２号中「２５５，２４０円」を「２６２，５３０

円」に，「２６円７３銭」を「２７円５０銭」に，「３０１，８７５円」を「３１０，

５００円」に改める。 

第３条 岡山市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公営に関する条例（平成２０年

市条例第１１６号）の一部を次のように改正する。 

  第４条第１号中「７円３０銭」を「７円５１銭」に改め，同条第２号中「３６５，０

００円」を「３７５，５００円」に，「４円８８銭」を「５円２銭」に改める。

   附 則 



１ この条例は，公布の日から施行する。 

２ 改正後の岡山市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動用自動車の使用の公営に

関する条例，岡山市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の公

営に関する条例及び岡山市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公営に関する条例

の規定は，この条例の施行の日以後その期日を告示される選挙から適用し，同日の前日

までにその期日を告示された選挙については，なお従前の例による。 

提案理由 

 公職選挙法施行令の一部改正に伴い，議会の議員及び長の選挙における選挙運動用自動

車の使用等の公営に要する経費に係る限度額を改めるため，関係条例の一部を改正しよう

とするものである。 



甲 第 １７８ 号 議 案 

   岡山市の農業委員会の委員及び農地利用最適化推進委員の定数に関する条例

の制定について 

 岡山市の農業委員会の委員及び農地利用最適化推進委員の定数に関する条例を次のよう

に制定するものとする。 

平成２８年 ９ 月 ２ 日提出 

岡山市長 大  森  雅  夫 

岡山市条例第   号 

岡山市の農業委員会の委員及び農地利用最適化推進委員の定数に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は，農業委員会等に関する法律（昭和２６年法律第８８号。以下「法」

という。）第８条第２項の規定に基づき，岡山市の農業委員会（以下「農業委員会」と

いう。）の委員の定数を定めるとともに，法第１８条第２項の規定に基づき，農地利用

最適化推進委員（以下「推進委員」という。）の定数を定めるものとする。 

 （委員の定数） 

第２条 法第８条第２項に規定する農業委員会の委員の定数は，次の各号に掲げる農業委

員会の区分に応じ，当該各号に掲げるとおりとする。 

(1) 岡山市第一農業委員会 １７人以内 

(2) 岡山市第二農業委員会 １０人以内 

 （推進委員の定数） 

第３条 法第１８条第２項に規定する推進委員の定数は，次の各号に掲げる農業委員会の

区分に応じ，当該各号に掲げるとおりとする。 

(1) 岡山市第一農業委員会  ４４人 

(2) 岡山市第二農業委員会  ２３人 

   附 則 



 （施行期日） 

１ この条例は，平成２９年７月２０日から施行する。 

 （特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年市条例第

３６号）の一部を次のように改正する。 

       「 

  別表第１中 

 「 

農業委員会会長  ４３，６００円  

農業委員会会長職務代理者  ４２，３００円  

農業委員会委員  ３３，０００円  

農地利用最適化推進委員  ３３，０００円  

」 

                  」 

                                  」 

提案理由 

農業委員会等に関する法律の一部改正に伴い，農業委員会の委員及び農地利用最適化推

進委員の定数並びにこれらの者の報酬及び費用弁償の額について定めるため，本条例を制

定しようとするものである。 

農業委員会会長  ６１，９００円  

農業委員会会長職務代理者  ６０，０００円  

農業委員会委員  ４６，８００円  

農業委員会委員 

農地利用最適化推進委員 

を

別表第２中 を農業委員会委員 に改める。 

「 
「 

」 

に改める。 


